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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　（2018 年 7 月 25 日）
総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）にみる
我が国物流の現状と今後の展望
Present Status and Future Perspectives of Physical Distribution in Japan:




　2017 年 7 月 28 日に新たな総合物流施策大綱が閣議決定された。ここに物流大綱とは、その
時々の経済社会の変化を踏まえた我が国物流のあるべき姿や、これを実現するための省庁横断
的な施策の方向性を体系的に示したものである。


























た各物流大綱の概要を振り返りつつ、2017 年 7 月に閣議決定された総合物流施策大綱（2017 年度
～2020 年度）（以下「2017 年大綱」という）をレビューし、我が国物流の現状と今後を検討する。
₁ 　Electronic Commerce（電子商取引）．
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注 1  　2007 年度からは日本郵便の「ゆうパック」の
取扱個数が含まれている。
注 2  　2016 年 10 月からは日本郵便の「ゆうパケッ
ト」の取扱個数が含まれている。
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示すること」（「総合物流施策大綱（2005︲2009）」p.4）を目的に、1997 年 4 月 4 日に時の橋本龍
太郎内閣により初めて策定された。以降、その時々の我が国物流を取り巻く環境を踏まえ、4 年









































1 ．2 ．2 　新総合物流施策大綱（2001－2005）
　1997 年大綱の策定を受け、関係省庁が連携して諸施策を着実に実施した結果、一定の成果をあ
げたものの、依然として1997年大綱で掲げられた三つの目標を実現するには至らなかった。一方
で、IT の飛躍的進展への対応など、新たな課題への対応も求められたことから、2001 年 7 月 6 日
に新たな物流大綱として新総合物流施策大綱（2001︲2005）（以下「2001 年大綱」という）が閣議
決定された。










　そこで、2005 年 11 月 15 日に閣議決定された総合物流施策大綱（2005︲2009）（以下「2005 年大
綱」という）では、2009 年を目標年次として、①スピーディでシームレスかつ低廉な内際一体的
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1 ．2 ．4 　総合物流施策大綱（2009－2013）
　2005 年大綱策定以降の施策の進捗状況、いわゆるリーマン・ショックや京都議定書第一約束期
間の開始に伴う地球温暖化対策の必要性の増大といった経済社会の変化、物流に係る新たな課題





1 ．2 ．5 　総合物流施策大綱（2013－2017）


























れており（表 1）、維持管理・更新費も 2013 年度には約 3.6 兆円（推計）であったものが、2033
年度には 4.6～5.5 兆円と、20 年間で 3～5 割増加すると推計されている。
　人口減少社会の進展もあり、財政制約は将来的に一層厳しくなると予測されている。こうした
注 ₁ 　橋長 2m 以上の橋のうち、建設年度が不明な約 30 万橋を除く約 40 万橋。
注 ₂ 　建設年度が不明な約 250 本を除く約 1 万本。
注 ₃  　水深4.5m 以深の施設のうち、建設年度が不明な約100施設を除く約5千
施設。
出典　国土交通省
表 1　建設後 50 年以上経過するハードインフラの割合
2013 年 3 月 2023 年 3 月 2033 年 3 月
道路橋 注 1 約 18％ 約 43％ 約 67％
トンネル 注 2 約 20％ 約 34％ 約 50％
港湾岸壁 注 3 約  8％ 約 32％ 約 58％
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状況下においても、確実に既存ストックの維持管理・更新のみならず新設を行い、ハードインフ
ラが途切れることなくその機能を最大限に発揮することが重要である。









　2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みであるパリ協定が 2016 年 11
月に発効したことを受け、我が国は 2030 年度までに温室効果ガスの排出量を 2013 年度比 26％削
減する目標を掲げている。運輸部門の CO2 排出量は我が国全体の CO2 排出量の約 17.4％を占め
ており、このうち約 35.8％、すなわち全体の約 6.2％はトラック（自家用・営業用計）から排出
されている（図 3）。船舶でも、大気汚染低減の観点から硫黄酸化物の排出を抑制するため、国際






₂ 　気象庁の地域気象観測所における 1 時間降水量 50mm 以上及び 80mm 以上の短時間強雨並びに日
降水量 400mm 以上の大雨の年間観測回数は、データが利用可能な 1976 年から 2016 年までの 40 年
間で増加傾向にある（「気候変動監視レポート 2016」）。














　一方、海外に目を転ずると、ASEAN 域内総生産は 2010 年からの 5 年間で年率 8％、アジア地
域全体でも 7％と、依然として高水準の成長を続けている。アジア地域の堅調な経済発展を背景







図 3　我が国各部門（左）及び運輸部門（右）における CO2 排出割合（2015 年度）
注　　四捨五入のため、右図の合計が 100％とならない。













































跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日
　なお、これまでの物流大綱の計画期間はいずれも 5 年間であったが、2017 年大綱は 2020 年ま













































高規格幹線道路網の整備や暫定 2 車線区間の 4 車線化といったハード面の取組の他、ETC2.0 や
多様なセンサー、AI 等の活用を通じたピンポイントな混雑対策といったソフト面の取組が考えら

























大型トラック全産業 普通・小型トラック 大型トラック全産業 普通・小型トラック
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設における仕分けを行うための体制を関係者間であらかじめ構築する、各物流事業者が BCP 10 を
策定するといったソフト面の取組とともに、ミッシングリンクの整備による代替性の確保、防波
堤等の強靭化などのハード面の取組が挙げられる。








































































　現行の 2017 年大綱に基づくプログラムは 2018 年 1 月 31 日に策定された。この中で、「強い物
流」を実現する、すなわち我が国物流の労働生産性を 2020 年度までに 2 割程度向上させ、全産業




























　トラック：2016 年度　39.9％　→　2020 年度　  50％
　鉄　　道：2016 年度　74.7％　→　2020 年度　  80％
　内航海運：2015 年度　42.6％　→　2025 年度　44.5％
【モーダルシフト貨物輸送量】
　鉄道：2016 年度　197 億トンキロ　→　2020 年度　221 億トンキロ
　海運：2015 年度　340 億トンキロ　→　2020 年度　367 億トンキロ
【コンビニエンスストア取扱商品への RFID の貼付数】
　2016 年　0 個／年　→　2025 年　1 千億個／年
【アジア地域における我が国物流事業者の倉庫の延床面積】
　2020 年度までに 2017 年度比 2 割増
【我が国農林水産物及び食品の輸出額】






　2016 年度　2 万人　→　2020 年度　4 万人
表 3　「見える」ための主な施策の数値目標
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　2016 年度　80 地区　→　2020 年度　93 地区
【物流総合効率化法による輸配送の共同化事業計画の認定件数】
　2016 年度　3 件　→　2020 年度　100 件
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　港　　　　　湾 ：2016 年度　99％　→　2017 年度　100％
【物流総合効率化法による輸送網の集約事業計画の認定件数】
　2016 年度　8 件　→　2020 年度　150 件
【運輸部門における CO2 排出量】







　2016 年　0 隻　→　2025 年　250 隻
【コンビニエンスストア取扱商品への RFID の貼付数】（再掲）
　2016 年　0 個／年　→　2025 年　1 千億個／年
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　持続的・効率的で付加価値の高い物流サービスの実現には消費者の理解と協力も重要であるこ
























　2016 年度　2 万人　→　2020 年度　4 万人
【外航・内航海運業における船員採用数】
　1 事業者あたり年間平均 2.61 人
【物流に関する高度な資格の取得者数】
　2013～2016 年度　4,247 人　→　2017～2020 年度　4,700 人
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ウェブ上の資料への最終アクセス年月日は 2018 年 4 月 1 日である。

